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経済論叢(京 都大学)第162巻 第3号.ユ998年9月

日 韓 海 峡 経 済 圏(1)

7東 北 アジ.アにおける国際地域形成一

夏 は じ め に

鄭 周

冷 戦構 造 の終 結 後,世 界経 済 の 激 変 の 中 で グ 白山 バ リゼ ー シ ョン.とりー ジ ョ.

ナ リゼ ー シ ョンが 同時 に進 行 して い る と言 わ れ て い る。 この両 概 念 の 意 味 が 不

明確 で あ る こ とをお くと して も.交 通 ・輸 送 ・通 信 手 段 の]覚 ま しい 進 歩 が ,

人.物,金,情 報 を 自由 に 高 速,大 量,広 範 囲 に国 境 を越 えて 移 動 さ せ るた め,

世 界 各 国 は 相 互 依 存 の 度.合い を一 層 高 め,を れ に伴 い新 しい 空 間秩 序 が成 立 し

つ つ あ る こ とは 否 定 出 来 な い。 特 に東 ア ジ アで は
,経 済 発展 の進 行 と と もに地

域 経 済 圏D構 想 が 重層 的 に打 ち 出 され て きて い る。東 ア ジ アで の 地 域経 済 圏 と

して は 環黄 海経 済 圏2},環 日本 海 経 済 圏 助,華 南 経 済 圏,両 岸 経 済 圏 な どが しば

しば 問題 に され てい るが,こ れ ら以外 に も,国 境 地 域 間 の経 済 交流 と.協力 が 進

行 しつ つ あ る注 目す べ き例 が あ.る 〈図1参 照)。 そ の一.つ が.対 馬 海 峡4)を 隔

1)「 経済圏」について明確な定義を ト.すことは容易なことではない。とりあえずここでは,「一定
地域での物 資本.技 術,労 働,経 営.ノウハウなどの生産要素の域内交流が,域 外との交流に比
べ7(自由.頻 繁,さ らに優先的に行われる地域」と定義する,と ころで,複 数企業の集積による

空間の経済地域形成は渡辺による定義を参照されたい(渡 辺 ・作道[1996],呂 ページ)。

2)環 黄海経済圏の概念は1986年,韓 国政府の建支部と国土開発院が最初に提起したと言われてい

る。韓国の地域間の均衡をはかるため.開 発の遅れていた西海岸を対中経済交流基地として位置
づ1ナ.西海岸総合開発計画を発表した(西 村 ・林[1992];32ペ ージ〉自

3〕 いわゆる 「[1本海1と いう名称は、東アジア各国で多分に問題視されている。韓国の金泳鍋も
それを指摘 している 〔「東アジア経済圏と 「環 日本海」」r経済評論11991年9月 参照〕

奇いずれに
せよ1特 定地域の呼称には関係諸国のナショナリズムが作用 しており,中 立的な呼び方が要請さ
れる。.『

4)韓 国では大韓海峡と呼ばれている。本稿では便宜的に対馬と九州の間の地域について 「対馬海

峡」の語を,韓 半島(朝 鮮半島)と 九州の間の地域には 「日韓海峡」の語を用いる。
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図1東 ア ジ ア に お け る経 済 圏
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てて一衣帯水の関係にある 「日韓海峡経済圏」である。

「日韓海峡経済圏」を除く地域経済圏はいずれも域内各国 ・地域の社会 ・経

済的発展段階の差異が大 きいため,域 内各国1地 球は大部分が垂直的国際分業
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日韓海峡経済圏(1).(271)87.

体制下に置かれている。これに対 して日韓海峡経済圏は,日 韓両部分地域間の

経済的格差が他の経済圏の域内経済圏と比較 して小さい、その上域内地域の地

理的近接性や文化的類似性に加え,産 業間,産 業内の域内取引が,極 めて濃密

に行われている。なお,韓 国の経済発展を牽引 してきた東南地域の重化学工業

ベル トの形成も,日 韓海峡経済圏を構成する地域間の交流の強化に寄与 したと

思われる。さらに,こ れうの客観的条件を踏まえて,日 韓双方で この経済圏の

制度化を目指す様々な動きがすでに始まっていることである。域内の県/道 ・

市町村/市 郡のレベルで経済交流のための行政的協力,姉 妹都市交流,ま た域

内研究機関による 「日韓海峡圏研究機関協議会」5}の発足など,産 業,学 術,

自治体などの多様な経路を通じて国際的地域交流が実施され,地 域経済圏の実.

体化に向かって積極的な努力が続けられていることである。また,こ の羅済圏

は国を構成単位 とするのではなく,地 域を構成単位 としている;と で,他 の経

済圏と区別される。

そこで本稿では,日 韓海峡経済圏における同経済圏の形成のための両側の諸

.政策,そ して域内の.各港間の物流を中心に,域 内.各地域間の経済.的・社会的交

流の実態を明らかにした ヒで,な お解決されるべき課題を確認 したい。さらに

以上の分析を行うことを通 じて,地 域経済圏の形成過程が,① 歴史的,地 理的

前提→②構想→③制度化準備→④初期(成 立)制 度化→⑤制度化進展一・⑥実質.

的相互依存の深化→⑦確立という段階を経て発展していくならば,日 韓海峡経

済圏の形成過程が,.ど の段階にあるのかを確認したい。このこと.は,今後同経

済圏の展望においても決して無意味ではなかろう。

5〕.共 同研究や情報交流を 目的 として1993年,第2回 日韓海峡沿岸市道県知事 交流会議で提案 され,

1994年 §月6口 釜 山市で開かれた会議 において北 部九州地域 と韓国南海岸地域で.粋 済,社 会 の

研究調査 を してい る十の地域研 究機関の連携 による 「日韓海峡圏研究機関議会」の設 立が決定 さ

れた.「 口碑海峡圏研究機 関協議 会」の参加機関は次の通 り。 日本:ア ジア太平洋 セ ンダー 〔福

岡G),九 州経済調査協 会(福 岡市〕,国 際束 アジア研究 セ ンター(北 九州市),佐 賀経済調査協

会(佐 賀市),長 崎経済研 究所(長 崎市),親 和銀行調査部(佐 世保市)。 韓国=慶 南開発研 究院

(昌原市),済 州大学地域社会発展研 究所 〔済州市),釜 山発展研 究院(釜 山市),全 南発展研 究院

(光州市)。
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11地 域経済圏と日韓海峡経済圏

1日 韓海 峡経済 圏を巡 る経済 圏の諸研究

東 南 ア ジ アに はEU型 の 経 済 統 合 は まだ 形 成 され て い な い が,自 由 貿 易 地

域 と して のNAFrAと 同 列 のAFTAは ず で に成 立 して い る。 また1990年 代

に 入 る と,東 ア ジアで は様 々 な地域 的経 済 圏 の構 想 が 打 ち出 され る よ う にな っ

た 。 そ れ らは,EUやNAFTAと は違 って 排 他 性 は強 くな く,「 開 か れ た 地 域

経 済 圏」 を標 榜 して い る点 で 共 通 してい る。 ア ジ アの 経 済 圏 構 想 と して は,中

国 福 建 省 お よ びそ の 周辺 と台 湾 との 「両 岸 経 済 圏 」,.こ れ に香 港,広 東 省,海

南 省 を加 えた 「華 南経 済 圏」,黄 海 を囲 む 韓 国 煎 海 岸,中 国東 北 部,九 州 地 域,

山 口県 か ら成 る 「環黄 海経 済 圏」6,,日 本 海 を取 り巻 く日本 の 諸 地域,韓 国,北

朝 鮮,中 国 東 北部,極 東 ロ シ アか ら成 る 「環 日本 海 経 済 圏 」 な どが 挙 げ られ る

(図1)。 そ して,韓 国東 南部 と北 部 九 州,山H県 を 包 括 す る地 域 が,.本 稿 で 取

り上 げ る 日韓 海峡 経 済 圏で あ る。

日韓 海 峡経 済 圏 を論 じる.前に,ま ず これ を そ の 内 に包 摂 す る環 黄 海 経 済 圏 や

環 日本 海経 済 圏 に 関す る諸 研 究 につ い て 一瞥 を加 え て お こ う。 これ らの 経 済 圏

は該 当諸 地 域 の経 済 所 得 にお け る重 層 的 格差 の故 に,さ しあた り先 の こ とで あ

ろ うが それ ぞれ 構 想 段 階 と して そ の 姿 を現 して い る。

第 一 に,「 環 黄 海 経 済 圏」 に つ い て み る な らば,地 方 公 共 団体 か ら と中央 政

府 か ら とい う,二 つ の 問 題 接 近 に分 け る こ とが で き る。 前 者の 場 合 は,地 域 の

経 済 振 興 を念 頭 にい れ た 国 際 交 流 と して,国 家 の指 導17よ る もの で な く,地 域

の主 体 的 な経 済 圏 形 成 に 関心 が 集 中 して い る。 「地 方 闇経 済 交 流 を相 手 との 間

に具 体 的 な 関 係 に す る,地 方 レベ ル の顔 の見 え る身 近 な経 済交 流」 と表 現 され

て い る(座 間紘.一[1995],小 川 雄 平[1995])。 後 者 の 場 合 は,同 経 済 圏 に お

6)「 環黄海」 という名称は韓国で中国山.東省との経済交流活性化政策を打ち出す際に用いられた

のが最初である。 日本で用いられる場合の対象範囲はこのオリジナルの範囲より広 く 「環渤海地

区」と呼ばれ,中 国の天津市,河 北省,遼 寧省,山 東省沿海部,韓 国の西部及び南部地域,日 本

の九州 と山[県 が 「環黄海」に含まれる。
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いて,韓 中日という国家経済の三体関係の中で生産要素や産業構造の補完性を

重視 し,韓 国の成長モデルを中国に適用すれば該当地域の経済発展がさら'に進

む可能性がある とい う見解が主流である((財)九 州地域産業活性化セ ンター

[1996])。 韓国の中級技術 と日本の豊かな資本が結合 し,共 同で中国や第三国

に進出することは,東 北アジア内での新 しい次元の域内分業の拡大に寄与で き

るとともに,欧 米の地域主義に対抗でぎると言う提言も,行 われている(李 根

[1995])9

第二に,環 日本海経済.圏については上記の問題接近はほぼないが,日 本海を

とり囲む国々の沿海地域の振興や相互補完性,日 本の貢献の可能性などの点か

ら意義づけがなされている。他方で環 日本海経済圏の構想について,政 治的安

定,経 済的改革 ・開放,投 資環境の確立などの問題を指摘す る論者 も見 られる

(4.1藤康俊[.1993])7レ。

そこで次に,.日韓海峡経済圏についてみると,ま だわずかの研究成果 しか出

ていない(朴 仁鏑[1995],日 韓海峡圏研究機関協議会[1996])が,そ の中で

日韓海峡圏研究機関協議会の 『日韓海峡圏における地場産業の相互交流促進方

策』という報告書が注目に値する。同報告書は地場産業として水産加工業,中

・小造船業,陶 磁器産業,キ ムチ加工業,農 業を取 り上げ,当 該企業の立地や生

産などを詳しく検討している。だが,域 内における ヒ記分野の本格的交流に関

する分析が欠けている。統計の不備やまだ交流が不十分であることがその原因

であろう。

以上,日 韓海峡経済圏を中心 とした各々の経済圏に関する研究動向を一瞥 し

たが,地 方政府や地域の視点からの経済圏研究が依然として少ないことが窺え

る。

7)環 日本海が世界 の政 治経済 の縮図であ.り、 日本海 とい う名前はナシ ョナ リズムの影響であ り,

より中立的な名前 の必 要性があ るとい う見解や,さ らに同経 済圏が将来 日米 中口欧 との地政的位

置か ら 「中心」 にた りえるとすれ ば,「 朕 日本海圏」 はかって のように日米中 ロの4大 国に よる

勢力角逐 の場になる舞 台を再 が用意す る条件の恐れ もあ るとい う慎重論 もあ る 除 照彦 ・.金泳鏑

[1991],≧余照彦[1992])c
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2日 韓海峡経 済圏の確定 と経済的位置

(1)対 象 地 域 の確 定

日韓 海 峡 経 済 圏 と は,日 韓 海 峡 を 隔 て た 日韓 の 沿 海 地 域 を指 す が,地 域

的 範 囲 と して は次 の 三 つ が 考 え られ る(図2参 照)。 第 一 に,日 本 の い わ ゆ

る九 州 経 済 圏 す な わ ち九 州 全 地 域 に 山 口県,沖 縄 県 を加 え た 地 域 と,韓 国 の

東 南 地 域 す な わ ち 慶 尚 南 ・北 道,全 羅 南 道 に釜 山 市,.済 州 道 を 加 え た 地 域 。

第 二.に,「 日韓 海 峡 圏研 究 機 関 協 議 会 」 の 定 義 に よ る,日 本 の 北 九 州 地 域 の

福 岡 県,佐 賀 県,長 崎 県 と,韓 国 の全 羅 南 道,慶 尚 南 道,済 州 道,釜 山 市 と

い う地 域 。 第 三 が,筆 者 の 主 張 す る,日 本 の 北 九 州 地 域 つ ま り福 岡県,佐 賀

県1長 崎 県 に 山 口 県 を含 め た 地 域 と,韓 国 の全 羅 商 道,慶 尚 商 道,釜 山 を合

わ せ た 地 域 か ら構 成 され る もの で あ る 。.筆者 が 第 三 の 定 義 を 適 当 で あ る とす

る理 由 は,経 済 圏 を 問 題 に す る際,地 理 的 な近 接 性,生 産 要 素 の 移 動 を 含 め

た域 内 移 動 の 密接 度 や 相 互 依存 度 の高 さ,あ る程 度 の 文 化 的 交 流 や 文 化 的 同

質性 な どが 前 提 と さ れ る べ きだ か らで あ る 。 従 って,第 一.の定 義 は,沖 縄

県,宮 崎 県 な どの,地 理 的 近 接 性 ま た は経 済 的 交 流 とい う点 で ふ さわ し く な.

い地 域 を含 む こ とが 難 点 で あ る。 ま た,第 二 の定 義 は,福 岡 県 も し くは 北 九

.州 側 の 積 極 的 な働 きか け に よ り決 め られ た もの で あ る と思 うが,経 済 的 交 流

とい う点.では 済 州 道 が 不 適 格 で あ る。 第 三 の 定 義 に よ る.本稿 の 対 象 地 域 は,

4県2道1市 か ら 成 り,総 人 口 は約1,880万 人,面 積 は41,774km2で あ る

(図.2)D

博 多 港 と釜III港 の 問で は高 速 フ ェ リーが 毎 日運 航 し,片 道2時 間55分 を要 す

る にす ぎな い%物 流 が 一 番 頻 繁 な 下 関 港 と釜 山港 の 間 で は,1970年6月 に 日..尋

韓 初 の国 際 フ ェ リー で あ る 関金 フ ェ リー が 就 航 した 。 そ の後1988年8月 か ら は

関釜,釜 関 フ ェ リーが 毎 日1便 を運 航 して い る。 さ らに1鱒4年6月 に釜 山港 が,・

トラ ンシ ップ(積 み換 え)に よ り中国,.北 米,欧 州 と接 続 す る こ とに な り,そ

B)博 多港一...釜山港聞の定期高速フェリーは,JR九 州旅客鉄道株式会社が,ユ991年3月25日 よ.り・

.営業を始めた。旅客の割合は日本人が半分以上を占めている。
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図2日 韓海峡経済圏
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遜 譲壷
の結 果 下 関 港 も国 際 複 合 の 一 貫輸 送 シス テ ム を通 じて全 世 界 と結 合 す る こ とが

可 能 とな った 。

.② 域 内 圏 の 経 済 的 位 置

本 稿 の対 象 地 域 に お け る1993年 の 域 内 総 生 産 額 は,38兆7,620億 円(1993年

時 点 で1米 ドル を111、2円 に換 算)に の ぼ る(表1)。 と こ ろが,域 内経 済 の不

均 等 は大 き く,口 本 側 の 地 域 が域 内総 生産 額 の75%以 上 を生 産 して い る もの の,

ロ シ ア,オ ース トラ リア及 び 韓 国 を上 回 る ほ ど の経 済 規 模 を見 せ て い る点 は窪

目に値 す る(表2)。 域 内 の 産 業 構 造 は,第 二 次 産 業 の比 率 が 高 い 慶 尚南 道 を

除 い て,余 他 の 地 域 で は,都 市 化 の進 展 に伴 っ て第 三 次 産 業 が 高 い比 率 を 占 め

てい る。 以 下 で は,各 対 象 地 域 の経 済 構 造 につ い て 概 観 して 経 済 圏形 成 の諸 条

件 を検 討 す る。

1>日 本

福 岡県 は,1990年 め県 別 総 生 産 に お い て,全 国 第9位 で 全 国 の3.5%を 占め

て い る。 産 業 構 造 は 卸 売 業,サ ー ビ ス産 業 の比 重 が 高 く,第 三次 産業 が 県 内総

生 産 の74%を 占 め て い る 。 しか し,ト ヨ タ自動 車 を は じめ工 場 進 出が 増 えつ つ



表1日 韓海峡経済圏内経済指標

部 門 項 目 単 位 年次 福岡県 佐賀県 長崎県 山[県 全南 慶南 釜山市 域内計
一.....

人 口 ・

面 積

人 口

面 積

人1.1密 度

農 家 戸 数

千 人

km2

人〆km2

千 戸

1993

1993

1993

1993

4,824

4,967

972

379

882

2,439

362

40

ユ,558

4,GgD

381

41

1,559

6,110

255

49

2,236

111858

ユ89

2櫛9

3,906

11,779

332

214

3,868

531

7,284

8

18,833

41,774

7〔10

.就 業 人 口

1次 産 業

2次 産 業

3次 産 業

小 計

T・ 人

千 人

千 人

千 人

1992

1992

1992

1992

114

679

1,539

2,342

63

136

244

443

90

180

455

726

77

244

.483

803

538

99

483

1,120

364

492

781

1,637

24

548

1,025

.1,597

1,270

2,378

5,()09

81668

産業別

事業所数

.及び

従業者数

①

全 産 業

鉱 業

製 造 業

金融 ・保険業

事業所教

徒業者数

事業所数
従業者数

事業所教

徒業者故

事業所教

徒業者数

1991

1991

1991

1991

1991

1991

1991

1991

255,382

2,199

133

5.1

17,呂62

347.2

4,797

79.9

45,620

372

51

0.8

3,92呂

81.3

727

王1.5

77,302

599

76

2.3

5,550

92.7

11278

19.9

85,708

70B

86

1.3

5,849

150.2

1,600

21.3

4,602

ユ61

241

4.1

951

55.0

555

12.z

8,449

551

67

1.6

4,504

395.0

635

17.6

11,388

495

11

D.6

6,789

291.1

448

18.4

488,451

5,085

団5

15.8

45,433

1412.5

10,040

180.8

生産構造

②

1次 産 業

2次 産 業

3次 産 業

域 内総生産
域 内総生産

%

%

%

10億 ウォン

10億.円

..』;

「..一..一
19921.3

1992.28.5

1992…74.Q

14421104,563

1993117,075

...199218・459

1992;1,354

19922,853

1992457

5.ヨ

37.1

62.0

15,375

2,58ユ

2,920

467

462

74

4.7

25.6

73.2

26,800

9,390.一

,.9

42.2

58.5

331613

51359

23.1

28.1

48.8

12,358

1,977

7.5

.54.4

38.1

29,294

4,687

3.0

25.3

71.7

16,833

2,693

238,835

38,762

地方財政 地方政府歳入

地方政府歳入

地方税歳 入
地方税歳入

1D憶 ウォン

10億 円

tOltウ オン

10億 円

4,572

ア32

708

113

4,291

687

1,279

205

3,232

517

287

.46

4,605

737

788

126

2,759

441

820

131

30,838

4,935

7,197

1,152

O
N

(培
9

一
〇
pQ

ω

㎝
.

出所:東 洋経済 「地域経済総C1994-96年,韓 国統計庁 「地域統計年報194』 各年度,財 団俵 入九州経済調査協会1図 説九州経済1992〆93」

1994年,日 本銀行調査統計局 『都道府県別経済統計」1995年 などによ り作成孕

柱 上:① の韓国側 は1992午O数 値である,

注2:② の県内総生産は帰属利子が控 除されているため,内 訳 と一致 しない(「 図説九州経済1996/97」66ペ ージ)。 また韓国側4A1992年 度統

計であ る。

注 ヨ:釜 山は行政区域の拡大 により,1995年3月 現在,面 積748km',人 口393万 人である。

注4:山 口県の地方財政の地方税歳入 は1993年 の統計である.

灘
…
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表2地 域 ブロ ックの域力

(27ア)93

(単 位:億 円,千 人,kmZ)

順位 国名及び地域 名 国 ・域内総生産 人 口 面 積

1 ア メ リ カ 7,0臣3,416 255,020 9,363,520

2 日 本 4,678,740 124,452 377,800

3 ド イ ツ 2,124,810 8D,569 356,733

4 関 東 地 方 1,759,642 39,go9 ヨ6,207.

5 フ ラ ン ス 1,391,8.0 57,372 551,500

6 イ タ リ ア 1,102,437 56,777 301,268

7 イ ギ リ ス 1,(>46,837 57,848 244,ユDO

8 近 畿 地 方 798,392 .20,532 27,,155

9 カ ナ ダ 613,490 27,367 9,970,610

10 中華人民共和国 605,595 1,187,997 9,596,961

11 中 部 地 方 569,834 .18,998 51,713

12 ス.ペ イ ン 532,203 39,085 504,782

13 九 州 地 方 411,266. 14,552 42,151

14 ブ ラ ジ ル 388,199 159,000 8,511,965

15 日韓海峡経済圏 387,620 18,833 41,774

16 ロ シ ア 387,421 148,000 17,075,400

17 オ ー ス トラ リ ア 368,628 17,529 7,713,364

18 韓 国 365,403 43,663 99,263

19 オ ラ ン ダ 343,830 15,178 40,844

注1:1993年 現在。

注2:名 園 ・地域については,1米 ドル=111.2円 で換算した。

出所:経 済企画庁 『県民経済計算年報 平成8年 』,日本貿易振興会r世.界各国経済情報 ファイル

1996」。

あ り,組 立,加 工 を 中心 に発 展 した第 二 次 産 業 の存 在 も無視 しえ な い9,。特 に,

九 州 の 中 核 都市 で あ る福 岡市 と北 九州 市 と を 中心 とす る 「福 北 大 都 市 圏」 は,.

約350万 人 の 人 口集 積 を持 ち,そ の 潜 在 的 成 長 力 は 大 きい 。福 岡 市 は,九 州 な

らび に 西 日本 の 政 治,経 済,文 化 の一 大 拠 点 と して,中 央 政府 の機 関,大 企 業

の 支 店,金 融 ・保 険 ・サ ー ビス業 な ど の集 積 に よ って.発展 して きた。 目下,既

9)企 業立地の中身は住宅関連,食 品等に加え,IC関 連,自 動車関連,医 療機器 ・医薬関連0新

増設や繊維関連と幅広い。アジアの生産拠点化も狙った進出事例もある.(財}九 州経済調査協会

「九州経済白書1996年版」26ページ参照。.
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存 産業 の活 性化 や,知 識 集 約 型 の情 報 関 連 産 業 へ の 高 度 化 を は か る た め,「 産

業 振 興 ビジ ヲ ン⊥ に 基 づ きハ ー ド,ソ フ ト両 面 で の整 備 を進 め て い る。 い わ ゆ

る新 しい 都 市 型 産 業 の振 興 に よ り経 済 の 自立 性 を高 め,産 業 構 造 の 多様 化 を 図

ろ う と して い る。

ま た,.九 州 に おい て は福 岡 極 集 中現 象 が著 し く,国 際 化 の 点 で も福 岡 が最

も先 行 して い る1。}。県(.市)の 国 際 化 施 策 の.方針 に従 い,海 外 駐 在員 の 派遣,

経 済 セ ミナー の実 施,国 際 会 議 の誘 致 な ど を通 じ,「 ア ジ ア を基 軸 と し,世 界

に 開か れ た 国際 県 づ く り」 が 推 進 さ れ て い るn)。

佐 賀 県 は,業 種 別 の 工 業 出 荷 額 か らみ る と食 料 品,窯 業 製 品 ・土 石,ゴ ム製

品 の比 率 が 高 く,基 礎 ・素 材 型,生 活 関連 型 製 品が 全 体 の8割 を 占め て い る。

産業 構 造 と して は,他 の 地 域 に比 べ て 第 一次 産 業 の比 率 が 高 く,県 と して の総.

生 産額 も 日本 側 対 象4県 の 中 で 最 も少 な い。 水 産業 は海 面 養 殖 業 が 盛 ん で,特

に 海苔 は全 国有 数 の 生 産 を誇 り,同 県水 産業 の 中心 とな って い る。 同 県 も国 際.

化 を 目指 して お り,1993年3月 に 制 定 さ れ た佐 賀 県 貿 易 振 興 ビ ジ ョンで は1ア

ジ ア地 域 との経 済 交 流 が 提 言 さ れ て い る 。 な お,佐 賀 県 を.西日本 ア ジ アポ ー ト

の核 とみ な し,後 背 地 に ア ジ ア との 交 易拡 大 を 目指 す 新 規 産 業 の 都 市 群 を 興 す,

「海洋 ク ラス ター都 市 構 想 」 も進 ん で い る 。

長崎 県 と釜 山 は戦.前か ら海 峡 を 挟 ん だ交 流 を活 発 に行 って きた 。 この 県 は豊

富 な観 光 資 源 を有 し,暁 光 関 連 産 業 が盛 ん で あ る こ とか ら,商 業,サ ー ビ ス業

.を 中心 とす る第 三 次 産 業 の 生 産 割 合 や 就業 者 の 比率 が 高 い こ とが 特 徴 的 で あ る。

同 県で は 「技 術 立 県 ・長 崎 」 を 目指 し,基 幹 産業 で あ る造 船 業 に加 え,半 導体

産 業や 航 空 関連 産 業 な ど新 た な 分 野 の 充 実 が 図 られ てい る。 なお,地 理 的,歴

史 的 につ なが りの深 い 韓 国,中 国 を は じめ とす る環 黄 海 地 域 あ るい は 東 ア ジ ア

1① 財.団法 人福 岡国際交流協 会発行の 『都市 の国際化水準」 によれば,福 岡市にお ける人,情 報,

.行政 の国際化 は.東京都 よ りも進んでい るが,物.金,企 業の国際化 は比較的に遅れている。

11)① 海 外駐在員:香 港,.ソ ウル,バ ンコク 〔1995年予定)。 ② 姉妹都市:ハ ワイ州(米 国〕,江 蘇

省(中 国)。 ③ 国際会議,大 会等=ユ ニバ シアー ド 〔1995年8月 お 日一9月3日).パ ラグライ

ダー世界選.r権 〔1995年3月 〉,ア ジア開.発銀行年次総会(1997年)。

.

実
.
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一般を対象として,.国際経済交流を促進 している1㌔

本稿では新たに山口県を日韓海峡経済圏に加えた。特に下関港は,釜 山港 と.

の港間相互依存度が高い。県内総生産の産業別割合としては1992年 現在,第 二

次産業422%,第 三次産業58,5%で,第 二次産業の比率が域内において韓国の

慶尚歯道の次 に高い(表1)。 同県においても,国 際交流を推進するために設

立された財団法人山口県国際交流.協会は,民 間国際交流の中核組織 として国際

交流を推進するとともに,県 民に開かれた協会として幅広.〈国際理解のために

諸活動を行っている1%

2)韓 国

韓国最大の貿易港で,.韓 国第二の都市で もある釜山広域市は,戦 前か ら日本

に最 も近い朝鮮半島の 「表玄関」 としての役割を果た してきた。なお,韓 国で

一番長い落東江の豊富な工業用水によって,早 くから工業地域 としても発展 し

てきた。産業の特徴 として,貿 易関連の物流分野の比重が非常に大 きく,第 三

次産業が71.7%を 占めており,第 二次産業は25.3%を 占める。特に,韓 国最大

のコンテナ基地としての役割が大きい'%

慶尚商道も,工 業用地 として恵まれた地理的環境を生かして,韓 国で最 も早
ウルサン チヤンウオン

い時期に工業団地が形成された。現在は東南部工.業地域の蔚山国 ・昌原圏と,
シンジヨ

西 部 慶 南 の 農 業 地 域 で あ る 晋 州 圏 と の 二 重 構 造 と な っ て い る 。 特 に 国 家 政 策 と

し て 地 域 の 均 衡 の とれ た 発 展 と農 漁 村 地 域 に お け る所 得 向 上 の た め,1987年 か

ら 農 工 団 地1',造 成 事 業 が 推 進 さ れ て お り,慶 尚 商 道 で もユ990年 現 在 釣 地 区165

12)特 に韓 国ソウル特別市及び中国上海 市にそれぞれ 事務所 を設置 してい ることは,地 方 自治体 レ

ベルでは全 国的 に見て も珍 しい事例 といえよ う。

.13)山]県 は,昭 和57年 に中国山東省 と,ま た昭和62年 には韓 国慶 尚南道 とそれぞれ友好 ・姉妹提

携 を結 び,今 口まで教育,文 化,ス ポーツ,輝 済な ど様 々な分野で の交流 を続 けている。

14>釜 山の1:業 団地 は1995年12月31日 現在,6カ 所 で,17.65km`の 面積で,8億7.1ヨ7万9千 ド.

ルで ある。詳 し くぽ内務部 『韓国都 市年鑑』1996T,760ペ ージを参照されたい。

15>大 統領令が決めた農瀟村.地域において,農 漁民 の所得増大 のた め工業 を誘致 ・育成するこ とを

同令 弟9条 の規定 に基づいて指定され た農工 団地で ある。 その他 にも国家1.二業団地,地 方工業 団

地が ある。例えば,.国 家工業団地は国家基幹工業及 び先端科学技術産業な どを育成するために,

第6条 の規定に基づいて指定された工業 団地 をいう。詳 しくは 『国民経済年鑑(付 録)11994#,

錦ぺ　 ジを参照の こと。
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万7千 坪 が 造 成 され てい る。 国 家,地 方 に よ る 工業 団地 に農 工 団 地 を含 め る と,

12団 地 の9,710kmzに 上 り,全 国 の36.7%の 面積 を占 め て い る15}。蔚 山 地 域 は
マ サン

造船業,自 動車製造業,重 化学工業,昌 原は機械工業,電 子工業,馬 山の輸出

自由地域は日系企業の直接投資を中心とする電気 ・電子 ・精密機械工業,謡 言

は造 船 業 を主 要 な産 業 と して い る 。 この よ うに,同 道 は重 化 学 工 業 団 地 が 多 い

.こ と もあ り,一 人 当 た りGNPは 韓 国 最 高 で1992年 現 在789万 ウ ォ ン.(ド ル

ベ ー スで10 ,112ド ル,当 時1米 ドル;780,65ウ ォ ン).で あ る。 ユ992年 現 在 の 産

業 構 造 は,第 一 次 産 業 が7.5%.,第 二 次 産 業54.4%,第 三次 産 業38.1%で あ る。

全 羅 商 道 は,長 い 間,政 治 的,経 済 的 に重 要視 され ず,イ ン フ ラス ト ラ ク

チ ュア の整 備 や:1業 地 帯 と して の 開発 計 画 か ら 除外 され て きた 。1960年 代 半 ば
インチヨン

か ら開始された韓国の工業化は,ソ ウル ・仁川地域と釜山を中心とする嶺南地

域(慶 尚南 ・北道)を 結ぶ線を国土軸 として推進された。ところが最近は全羅

商道が中国に最も近い地域として,韓 中経済交流が活発化する中で脚光を浴び

ている。環黄海経済圏の浮上によりrll国を念頭 においた西南海岸の開発が,
グヤンジユ モク ボ クヤンヤン

1987年 以降活発に行われている。具体的には光州周辺圏,木 浦圏,光 陽圏の3

大広域圏が設定され,各 広域圏に機能を分散させる開発が推進されている。そ
ハ ナ ム デ ブ ル

の例 として西海岸高速道路,.河 南工業団地,大 仏工業団地の建設,木 浦港の開
ヨチヨン ボ ハン

.発 が 挙 げ られ る。麗 川石 油工 業 団地 や 光 陽 の浦 項 第 二 製 鉄所 を抱 え る 同道 は,

韓 国 屈 指 の 工 業 地 帯 と して 発 展 を遂 げつ つ あ る1%特 に,釜 山 な ど既 存 の港 が

限 界 に達 しつ つ あ る こ とを に らんで,釜 山 港 に並 ぶ コ ンテ ナ港 と して光 陽港 の

開 発 が 進 ん で い る。 全 羅 商 道 の 一 人 当 た りGNPは1992年 現 在,524万 ウ ォ ン

.(6,706米 ドル)で あ る。

16)内 務 部 『韓 国 都 市 年 鑑」1996年,760ペ ー ジ,に よ る と、 韓 国 全 国 工 業 団地 は1995年12月31口

現 在,172ヶ 所 で26,輯4.96㎞ ■2で あ る。 誘致 企 業 数 は13,941杜,輸 出 額 は324億1、583万1.r』 ド

ル で あ り,慶 尚商 道 の それ ぞ れ は,1翠 均 質 ヨ
.9、710km',829社,26億2,326万6干 ドルで あ る。

17)そ の他 主 南 の工 業 団 地 整 備 と して は,麗 川 工 業 団 地(549万 坪 〕,.光 陽1二業 団 地(507万 坪),栗
ム ア ン

村工業 団地 〔256万坪)造 成,務 安 国際空港 〔121万坪)建 設,5万 トン級 の船が10隻 程度停泊で

きる光 陽コ ンテナ埠頭 の建設 などがある。

.

1...

舶
.冠
.
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III日 韓海峡経済圏形成のための諸政策

1日 韓海峡知 事会

経 済 圏 の 具体 的 な 実現 の た め,日 韓 の 産 ・学 ・官 が協 力 して活 発 な経 済 的 ・

社 会 的 交 流 を行 って い る。 そ の なか,日 韓 海 峡 知 事 会 は1990年10月 長 山奇県 対 馬

に お い て 開 催 さ れ た 九州 北 部3県 知 事 懇 談 会 で.合意,提 案 さ れ,韓 国 の南 海 岸

4市 道 が 受 け入 れ て 始 ま った 。1996年 で 第5回 を迎 えて お り'8>,こ の 会議 で 提

案 さ れ た 共 同事 業が 毎・年 行 わ れ て い る。 例 えば,青 少 年交 流 事 業,環 境 技術 交

流 事 業,水 産 関係 交 流 事 業 な どが 両 国 の 域 内 で 毎年 交 互 に 開催 され て お り,会

議 の 定 期 的 開催,経 済交 流 の 推 進,日 韓研 究機 関 の 共 同調 査 研 究)s)な ど,交 流

内 容 も徐 々 に深 ま っ て い る.(表3)。 両 地 域 の 政 策 的 ・経 済 的 交 流 は益 々進 展

の 傾 向 に あ る とい え る。

2九 州(日 本 〉・韓国経済交流会議 と経 済 フォーラム

両 地 域 は資 金,技 術,人 材 等 の 資 源 を相 互補 完 し,一 体 的 経 済 発 展 を促 す新

しい 地 域 間協 力 体 制 の構 築 を 目的 にゴ 九 州 通 商 産業 局 と韓 国商 工 資 源 部 との 問

で 定期 的交 流会 議 を設.置す る こ とで 合 意 し,九 州 と韓 国 の貿 易,投 資 及 び技 術

交 流 の 拡 大 策 を論 議 す るた め,九 州(日 本)・ 韓 国経 済 交 流 会 議 を 開.催す る.こ

と とな った謝。 今 まで に2回 の 会議 が 開催 され た(表4>。

第1回 の会 議 で 韓 国側 は,中 小 企 業 間 の 産業 協 力 の促 進,技 術 者研 修,輸 出

拡 大 な どを提 案 し,九 州 側 は地 域 間 交 流 に対 す る側 面 的 支 援 と環 黄 海経 済 圏形

成,発 展 の た め の相 互 協 力 を提 案 した 。双 方 は相 互 の提 案 に対 す る極 め て積 極.

18)第5回 日韓海峡沿岸県市道知事交流会議は1996年9月,慶 尚南道昌原市で開催された。この会

議では 「日韓海峡圏の2.1世紀のビジ・ンと協力」を主題として行われたが,新 規共同交流事業と

して 「地域伝統工芸交流事業」を実施することとした.

19)日 韓海峡圏研究機関協議会第3回 総会が,1996年9月 光州広域市で開催され,「口韓海峡圏に

おける地場産業の相互交流促進方策に閲する調査研究」について,研 究結果の中間発表も行われ

た,

2①.韓 国では 「地自制」が徐々に発達はしているがまだ確立されず,地 方間レベルでの交流におい

ても中央政府が参加し,地域を国単位で考える場合が多い。
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表3日 韓海峡知事 会議 の経緯

回数 時期 場所 合 意 事 項

ユ.知 事交流会議の定期 的開催

2.青 少年交流,文 化及びスポーツ交流等の拡大

1992. 済州道 3.経 済技術交流の推進
第1回

8.25 済州市 4.地 域振 興策,水 産振 興策,観 光振 興策 に関する共同

研究推進

5.各 種知識 と情報交流等の推進

1.各 分 野 にお ける行政 機関用 立 の交翫 及び情 報交換事

業

2.日 韓研究機関連携 による共同調査 ・研究実 施.

第2回
1993. 佐賀県

31広 域 観 光 ル ー ト開発
6.1

4.経 済交流 の推進 〔商談会実施,経 済交流 会議 開催)

5.入 材育 成事業 や女性研修交流 事業,農 業 ・林業分野

の技術事 業などのた めの準備

ユ..運営体 制の体系 的整備 と各共同事業の相互連携

第3回
1994.

9.6
釜山市

2.合 意された共同交流事業 の充実

3,個 別事業な どの推進

4.ス ポ ー ツ,文 化 イベ ン ト事 業 の共 同開 催.

1.日 韓海峡沿岸県市道知事交流 会議運営要綱 を確定

2.共 同交 流事業 は社会情勢等 の変化 を踏 まえなが ら推

1995. 進ず る
第4回

.8.31.
長崎県

3.共 同交 流事 業 は行政主 導型の事業 と共 に民 間主導型

事業 も推進す る

共 同事業 は7県 市道の民間交流事 業を推進す る。

出所=釜 山発展研 究院 『海峡圏 フォー ラム,創 刊号』1995年,第4回 日韓海峡 沿岸県市道知事交

流 会議 の 『共 同声明1〔 長崎県 国際交流課提供)な どに より作成 。

的 な協 力 を打 ち 出 してい る。 と くに,九 州北 部3県 と韓 国沿 海1市3道 との 各

種 交 流 事 業 を積 極 的 に支 援 す る とい う,日 韓 海 峡経 済 圏 に 関す る言 及 が 初 め て

公 式 に な さ れ た 。 な お,九 州,韓 国 の 両 地 域 が 多 角 的経 済交 流 を 図 りなが ら,

日本 側 は 「環 黄 海経 済 圏」 の形 成,発 展 を 目的 の 一 つ と して重 視 して い る。 他

方 で,韓 国 に 対 す る 九 州 の 輸 入 促 進 地 域(ForeignAccessZone,FAZ)へ の

『2

、津 「
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参 加 要 請.も目立 って い るZ㌔...・

域 内 にお け る第 一 次FAZ地 域 と して,北 九 州 市 と長 崎 県 が,神 戸 市,大 阪

市,大 阪 府,愛 媛 県 と と もに1993年3月24日 に指 定 を 受 けた 。 北 九 州 市FAZ

の 中 核 施 設,輸 入 ビジ ネ ス 支援 設 備(AIM)"'に は 国 内 外 の 貿 易 業 者,流 通 業

者,貿 易 促 進 団 体 な どが入 居 して,輸 入 品 の 卸 売,展 示,商 談 取 引,情 報 提 供

が 行 わ れ る予 定 で あ る 。 こ れ に よ っ て 日本 か ら(p海 外 製 品 へ の アク セ スが 容 易

にな る と と もに,海 外 の企 業 も日本 市 場 へ の 進 出 拠 点 を得 る こ とが で きるた め,

AIMに は北 九州 とア ジ ア を結 ぶ 架 け橋 と して の役 割 が 期 待 され て い る2㌔

第2同 会議 で は,韓 国側 が 韓 国の 外 国 人 専 用.【:業団 地 へ の 日本 の参 加 協 力 を

求 め た 。 これ らの 団 地 に は光 州 市 所 在 の 団 地 も含 まれ て お り,環 黄 海 経 済 圏 を

念 頭 にお い た 日本 の 中 国 向 け生 産 拠 点 に もな りう る。 な お,第1回 の合 意 内 容

の 具 体 化 の 一例 と して,1994年10月31日 か ら11月9日 まで の 間 に長 崎 市 → 佐 賀

市 → 福 岡 市 を 巡 回 す る,日 韓 海 峡 沿 岸 経 済促 進事 業 実行 委 員 会が 主 催 した展 示

商 談.会の 共 同 開催 が あ った 。 韓 国の 釜 山,全 南,慶 南,済 州 の ユ市3道 と福 岡,

佐 賀,長 崎 の3県 が 共 同 開催 し,韓 国 企 業 の 参加 は38社 で あ っ た。.

両 地域 の経 済 ・社 会 的交 流 に関 す る九 州 ・韓 国経 済 フ ォー ラム も,積 極 的 に

行 わ れ て い る 。1992年1G月29目 に北 九 州 市 で 「海 峡経1斉 圏 の構 築 に向 けて 」 と

い うテ ー マ で 開か れ た フ ォー ラ ムで は,将 来 的 な環 黄 海経 済圏 の形 成 の た め に

も北 九 州 と韓 国南 海岸 地 方 の.両地 域 に また が る海 峡経 済 圏が 必 要 で あ る との 見

解 が 示 さ れ た 。 ま た1994年10月21口 には 釜 山 で 「日韓 海峡 圏未 来 フ ォー ラ ム」

21〕FAZ(ForeignAccessZone)法 は,輸 入の鉱夫と対内投資の円滑化を図ることを口的とする

4年 間の時限立法で,1992年7月16日 に施行されたが.1995年11月 に改正され,2006年 まで期限

延展された。FAZの 定義:FAZと は,次 の三つの要件を満たすことによって,FAZ法 に基づ

き.「地域輸入促進計画」の承認を政府(通 商産業省,運 輸省,農 林水産省,自 治省)か ら受けた

地域である。①港湾又は空港地域及びその周辺地域であること.②,.① の地域において輸入貨物

が既に相当程度流通していること,又 は,当 該港湾・空港の整備計画などにより将来的に同程度

の流通が見込まれること.③,① の地域においてFAZ法 に基づ く輸入促進基盤施設整備事業な

どの実施により,輸入の促進が相当程度図られると認められること。

22).Asia-PacificlmportMart.

23〕 同施設は約12万kln2の 面諭を擁 し,1995年 に着工され.199客年に完成。第三セクターの株式

会社北九州輸入促進センターがこれの運営に当たっている。
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m1回(北 九 州 市,1993年11月29日 〉

表4九 州(日 本)・

韓国側 の提案(代 表者:商 工資源部通商振興 局長盧泳旭)

① 韓国 と九州 の中小企業間の産業協力 の促進

② 韓国 の中整 ・中小企業の技術 者の九州における研修

③ 九州地域のOB技 術者 の韓国への招聘

④ 韓国商品の対九州地域への輸出拡大

両者の合意事項

① 産業協力を促進す るための産業協力促 進団の相互派遣 調査 ・情報交換 。

② 韓 国か ら九州 への輸 出促 進 ミッシ ョンの受.入,九 州 か ら韓 国へ の輸 入促 進

③ 九州 側 は1994年 度 よ りKITAに お い て 韓 国 の 中 堅 中 小企 業 の技 術 者

④ 両者 は1994年 度 よ り.九 州地域 のOB技 術者 の韓国への招 聘のた めに関連

⑤ 韓国側 は相互補完的 に貿易,技 術,投 資等経 済協力 を促進す るために,1994

⑥ 両者 は,九 州北部3県 と韓国沿岸1市3道 との各種交流事業 を.積極的に支援

⑦ 第2回 九州(H?)・ 韓国経済交 流会議 を1994年 度韓国で開催す る。

第2回(ソ ウ ル市,1995年2月27日)

韓国側 の提案(代 表者.通.商 産業部通商貿易 第3審 議 官韓永寿)

① 中小.企業技術交流事業の拡大推 進及び充実化

② 産業協力 ミッシ ョン団派遣事業の活性 化

③ 中小企業間産業協力需要調査 及び協 力斡旋

④ 外国 人専用工業団地等韓国の投 資環境 の改善 内容 の九州内広報への協力

⑤ 地域 間経済交流の促進支援

相互の産業技術 協力 を促進す るためのプ ログ ラム内容

① 中小企業の産業技術交流促進のための推進機 関設置.産 業協力需要調査,希

② 上記 の実現 のため,1995年 九州で 「日韓 中4・企業技術交AWIN九 州一;及び

③ 両者 は,中 小企業 間の産業技 術協力 及び貿 易拡大 を支援す るため に産業協 力

④ 両者 は,九 州 と韓国の中小企業間の技 術交流事業 の拡大 を推進 し,こ れを充

⑤ 両者 は.FAZと 外 国人専用団地な どの広報 に協力 する.

⑥ 両者 は,九 州 ・韓国の地域間経 済交流 を促進す るための事業 を把握 し,こ れ

出所:通 商産業省九州通 商産業用編 「九州 ・韓 国経 済交流会議」 第1回,第2回,1994年 および

1995年.

が行 われ た。 同 フ ォー ラ ム にお い.て,3回 の 日韓 海峡 知 事 会 議 の 開催 を う けて,

両 地域 に対 して 「日韓 海 峡 圏 」 とい う具 体 的 な 名称 が 付 け られ た。 フ ォー ラ ム.
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韓国経済交流会議

日本側 の提案(代 表者:通 商産業省九州通商産業局長水谷四郎)

① 九州のFAZに 対 す る韓 国の協力

② 貿易促進のための見本市 開催 への韓 国側の支援

③ 地域間交 流に対 する支援

④ 環黄海経 済圏形成 ・発展 のた めの相互協力

ミッション派遣 の検討。

研修 を実施す る。

情報 を相互交換す る。.

年度 に九州通商産業局が設置予定の環黄海経済 圏検討委員会への参画を検討 する。.

する。

日本側の提 案(代 表者:通 商産業省九州通商産業局長 水谷 四郎)

① 業種別(産 業分野別〉経済交流 ミッションの韓国へ の派遣 に対す る協力

② 中小企業技術交流展の共同開催

1③.九 州地域FAZ計 画の韓国内広報 への協力

望企業紹介斡旋。

商談会開催の検 討。

ミッシ ョン派遣 事業を促進す る。

実 させ る。

を積極 的に支援 する。

の内容 としては日韓中の地方闇経済交流の促進,海 運,文 化などの交流に至る

まで幅広い意見が出た。
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3域 内の国際化政 策

各 国 の 異 な る 文 化 の相 互 理 解 の た め に 国 際 交 流 は重 要 で あ る。 す な わ ち,

様 々 な文 化 や 情 報 な どの交 流 に よ り,市 民 や 地 域 文 化,産 業 な どが 新 た な刺 激

を受 け,海 外 の 様 々 な シス テ ム との 間 の差 異 を埋 め合 わ せ て い ζ,社 会状 態 の

変 容 が 進 行 す る の で あ る。 ま た今 日,相 互 依 存 関係 の 深 化,技 術 の.発達,環

境 ・人 口 ・食 料 な ど種 々 の 問 題 の 国 際化,ボ ー ダ ー レ.ス化 が 不 可 避 的 に進 行 し

て い る。 こ こで は域 内 で 最 も国 際 化 が 進 んで い る北 九 州 市 と福 岡市 を と.りあ げ,

両市 の 国際 化 に関 す る検 討 を行 う。.

(1)北 九州 市

国 際化 は様 々な分 野 で 進 行 して い るが,多 くの 資 源 を海 外 に依 存 して い る 日

本 に と って,と りわ け経 済 分 野 にお け る国 際 化 の 進展 は急 激で あ る。 北 九州 市

にお い て も,企 業 活 動 の国 際 化 が 進 展 す るな か で い か に して 産業 構 造 の転 換 を

促 し,新 規 産 業 を育 成 す るか が 経 済 施 策 上 の 最 重 要 課 題 とな っ て い る。 こ の た

め,外 資 系.企業 の誘 致 と市 内企 業 の 国 際 化 へ の 支 援 は,北 九 州 市 の経 済 の活 性

.化 に 欠 か せ な い 。 例 え ば,同 市.は,FAZに 基 づ く(株)北 九 州 輸 入 促 進 セ ン

ター(KIPRO)の 設 立 や,北 九 州 国 際 物 流 セ ン ター(1996年 竣 工)な ど の輸

入 業 務 拠 点 や 国 際 産業 拠 点 の整 備 に取 り組 ん で お り,国 内 外 の 企 業 の 集 積 を通

じて,流 通 のみ な らず 産業 全 体 の活 性 化 を図 ろ うと して い る。

ア ジ ア と歴 史 的,地 理 的 に緊密 な 関係 を持 つ 九 州 にお い て.北 九 州 市 が ア ジ

ア交 流 の 窓1比 して の役 割 を 果 た す こ とが期 待 され る鋤。 同市 は 国 際 交 流 事 業

の 内容 を,.こ れ まで の 友好 親 善 や経 済交 流 か ら,国 際 協 力 を軸 に した もの に 転

換 させ よ う と して お り,こ う した取 り組 み の一 つ と して,(財)北 九 州 国 際 技術

乏4)..同市ではエ991年2月に 「北九州市国際交流推進大綱」が策定されたことにより,国i化 に向け

ての本格的取組が開始されている.こ うした国際化推進のための組織的な基盤整備として次のも

のがあげられる.〔11f団法人国際東アジア研究センター設立(1989年9月);東 アジアの経済 ・

社会に閲する調査研究を行うとともに,国 際的な学術交流を促進することを目的としてアメリカ

の揖ンシルベニア大学 と共同で設立 した。②財団法人北九州 コンベンションビューロー設立

(1990年3自)。(3:財団法人北九州国際交流協会の設立(1990年8月)。1:4}財団法人アジア女性交

流 ・研究フ†一ラム設立(1990年10月.}。〔5駐大連北九州経済 ・文化交流事務所の開設(199.1年

7月 〕。
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協力協会(KITA)に よる海外からの研修員の受け入れを行っている3%

(2)福 岡市

福岡市 は九州の中枢都市 として,.特 に国際化への取 り組みが盛んで奔る。

1988年 に 「第6次 福 岡市 基 本計 画 」 が 策 定 され,そ の 中 で 「活 力 あ る アジ ア の

拠 点 都 市 」 とい う 目標 が 明確 に打 ち 出 され て お り,福 岡 市 の 具体 的 な 方 向性 が

示 され てい る。 同 市 は ア ジ アの拠 点 都 市 とな る こ と を 目指 す 事 業 と して,学 術

文 化 交流,経 済 拠 点 の形 成25},.国際 都 市 と して の 基盤 づ く りな ど を推 進 して い

る。 ま た1多 様 な国 際 交 流 の 展 開 を 図 るた あ に,国 際交 流 協 会 の充 実,姉 妹 ・

友 好都 市 等 都 市間交 流 の 推 進,学 術 ・文 化,経 済,ス ポ ー ツ な ど の交 流 の推 進.

市 民 の 国 際化 の 涵養,外 国入 に とって 住 み や す い,活 動 しや す い街 づ く りな ど

に努 力 して い る。 そ の 一 環 と して,1989年 に は市 政100周 年 記念 事 業 の 一 つ で

あ る 「ア ジ ア太平 洋博 覧 会;愛 称,よ か トピア」 が 開 催 さ れ た 。 そ の ほ か に,

ア ジ ア マ ンス(毎 年9月),福 岡 ア ジ ア文 化 賞(1990年 よ り),ア ジア 太平 洋子

ど も会議,(財)よ か ト ピア記 念 国 際財 団,(財)ア ジア太 平 洋 セ ンター な どが あ

る。
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